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株 主 各 位
東京都千代田区丸の内二丁目７番２号
株 式 会 社 Ｆ Ｐ Ｇ
代表取締役社長 谷 村 尚 永

当社ウェブサイト
https://www.fpg.jp/ir/soukai.html

株主総会資料　掲載ウェブサイト
https://d.sokai.jp/7148/teiji/

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第２２期定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第22期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報
（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネ
ット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイ
トにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。
　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、株主総会資料
掲載ウェブサイトおよび東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲
載しておりますのでご確認ください。

※上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ＦＰＧ」
又は「コード」に当社証券コード「7148」を入力・検索し、「基本情報」
「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある
「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

　なお、当日ご出席願えない場合は、4頁記載のいずれかの方法によって議
決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検
討のうえ、議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。
　本株主総会では、ご来場を見合わせていただいた株主様が株主総会の模様
をご覧いただけるよう、3頁記載の株主専用ウェブサイトにてライブ配信を
実施いたします。また、同ウェブサイトを通して株主様から事前にご質問を
お受けし、株主の皆様のご関心が特に高いと思われる事項については本株主
総会当日にご説明申しあげる予定です。

敬　具
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１．日 時 2023年12月22日（金曜日）午前10時
　　　　　　　（受付開始：午前９時15分）

２．場 所 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号
ＪＰタワー ホール＆カンファレンス(ＫＩＴＴＥ　４階)
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第22期（2022年10月１日から2023年９月30日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第22期（2022年10月１日から2023年９月30日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役７名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件

当日ご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。
何卒ご了承くださいますようお願い申しあげます。

記

以　上
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インターネットによるライブ配信及び事前質問の受付に関するご案内

本株主総会では、株主専用ウェブサイトにてライブ配信を予定しております。
また、同ウェブサイトでは本株主総会の目的事項に関する事前のご質問もお受
けいたします。

【ライブ配信のご視聴方法】
下記③記載の「株主専用ウェブサイト」にアクセスいただき、②記載のID・
パスワードをご入力ください。
①公開日時：2023年12月22日（金曜日）午前10時より
②ＩＤ　　　：株主番号（議決権行使書用紙に記載の９桁の半角数字）
パスワード：郵便番号（株主様のご住所の郵便番号７桁の半角数字）
③株主専用ウェブサイト：https://7148.ksoukai.jp

【事前質問の受付】
受付期間　2023年12月１日(金曜日)午前９時～12月15日(金曜日)午後６時
①上記「株主専用ウェブサイト」へアクセス後、上記ＩＤ・パスワードを
ご入力いただき、「事前質問を行う」のボタンを押してください。
②必要事項をご入力のうえ、「申し込む」のボタンを押してください。

【ライブ配信及び事前質問の受付に関する注意事項】
・株主総会のライブ配信は、ご来場をお控えいただいた株主様への情報提
供を目的としており、本ライブ配信を通じて議決権行使やご質問等はで
きません。予めご了承いただき、事前に議決権行使をいただきますよう
お願い申しあげます。
・ライブ配信のご視聴及び事前質問の受付は、株主様ご本人に限定させて
いただきます。
・ＩＤ及びパスワードの第三者への提供は固くお断りいたします。
・ライブ配信の映像及び音声の録画、録音等はご遠慮ください。
・ご使用のパソコン、スマートフォン又はタブレット端末のインターネッ
トの接続環境並びに回線の状況等により、ご視聴いただけない場合がご
ざいます。
・ご視聴いただく場合の通信料金等は株主様のご負担となります。
・配信に際しては、ご出席株主様の容姿を映さないよう配慮いたします
が、やむを得ず映り込んでしまう場合がございます。また、ご来場され
た株主様のご発言は音声として配信されますので、あらかじめご了承く
ださい。

・インターネット回線や機材のトラブル等の事情により、やむを得ずライ
ブ配信を中断又は中止する場合がございます。
・事前にお受けしたご質問のうち、株主の皆様のご関心が特に高いと思わ
れる事項については、本株主総会当日にご説明申しあげる予定です。

【ライブ配信に関するお問い合わせについて】
・お問い合わせ先：三井住友信託銀行株式会社
・受付期間　2023年12月１日(金曜日)～株主総会当日(土・日曜日は除きます)
・受付時間　午前9時～午後5時（株主総会当日は株主総会終了時まで）
・電話番号　0120-782-041
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◎議決権行使の方法

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2023年
12月21日（木曜日）午後５時45分までに到着するようにご返送くださ
い。
　賛否のご表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱
いいたします。

［インターネット等による議決権行使の場合］
　７頁の「インターネット等による議決権行使のご案内」をご確認いた
だき、2023年12月21日（木曜日）午後５時45分までに議案に対する賛
否をご入力ください。なお、当社指定の議決権行使ウェブサイトをご利
用の場合は、https://www.web54.netにアクセスしていただき、同封の
議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワー
ド」を用いて、画面の案内に従って議案に対する賛否をご入力くださ
い。
　また、スマートフォンにより議決権を行使される場合は、同封の議決
権行使書用紙に記載された「QRコード」を読み取りいただくことによ
り、「議決権行使コード」及び「パスワード」を入力せずに議決権が行
使できます。なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場
合には、再度「QRコード」を読み取り、議決権行使書用紙に表示された
「議決権行使コード」及び「パスワード」を入力いただく必要がありま
す。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

［重複行使の取扱い］
　書面（郵送）による議決権行使とインターネット等による議決権行使が
重複した場合は、インターネット等による議決権行使を有効なものとして
お取り扱いいたします。
　同一方法により複数回議決権を行使された場合は、最後に行われた議決
権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出ください。

◎議決権行使を代理人に委任する場合は、当社定款第17条の規定に基づ
き、当社の議決権を有する他の株主様１名を代理人とし、その方が代理
権を証明する書面を会場受付にご提出ください。

　代理権を証明する書面として、(A)委任者の記名押印のある委任状に加
え、(B)以下のいずれかの書類をご提出いただくことが必要となります。

　　①当社から委任者に送付した議決権行使書用紙
　　②委任者の印鑑登録証明書（この場合、委任状には印鑑登録証明書の

登録印の押印が必要です。）
　　③委任者の運転免許証、各種健康保険証等、委任者の氏名及び住所の

確認ができる公的証明書類の写し

◎電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款
第18条第2項の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して
交付する書面には記載しておりません。従って、書面交付請求をいただ
いた株主様に対して交付する書面は、監査報告を作成するに際し、監査
役及び会計監査人が監査をした対象書類の一部であります。

　　①連結計算書類の連結注記表
　　②計算書類の個別注記表

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェ
ブサイトのほか、株主総会資料掲載ウェブサイトおよび東京証券取引所
（東証）のウェブサイトにその内容を掲載させていただきます。

［当社ウェブサイト］https://www.fpg.jp/ir/

［株主総会資料 掲載ウェブサイト］https://d.sokai.jp/7148/teiji/

［東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）］
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してください
ますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会
場受付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議
案に対する賛否をご表示のう
え、ご返送ください。

次ページの案内に従って、議
案に対する賛否をご入力くだ
さい。

日　時 行使期限 行使期限

2023年12月22日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時15分）

2023年12月21日（木曜日）
午後5時45分到着分まで

2023年12月21日（木曜日）
午後5時45分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案に対する賛否をご記入ください。
第１・２・４号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決
権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決
権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内
QRコードを読み取る方法

「スマート行使」
議決権行使コード・パスワードを

入力する方法
議決権行使コード及びパスワードを入力すること
なく議決権行使ウェブサイトにログインすること
ができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に
限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議
決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、再度
議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読
み取ってください。
1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」
をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。
2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。
3

「パスワード」
を入力

実際にご使用
になる新しい
パスワードを
設定してくだ
さい

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使でパソコンや
スマートフォン、タブレット端末の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）
（受付時間　9：00～21：00）

機関投資家
の皆様へ

機関投資家の皆様に関しましては、本株主総会につき、株式会社ＩＣＪの運営する
「議決権電子行使プラットフォーム」から議決権行使を行っていただくことも可能
です。

※インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。
※「議決権行使ウェブサイト」は一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、
機器によってはご利用いただけない場合があります。
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の配当の件

　剰余金の配当につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
　株主還元につきましては、持続的な成長と企業価値向上のために必要な内
部留保を確保しつつ、継続的かつ安定的な配当を実施することを基本方針と
し、連結配当性向50％を目安としております。
　当該方針に基づき、当期の期末配当につきましては、普通配当73円00銭
とさせていただきたく存じます。
①　配当財産の種類

金銭
②　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 金73円00銭
配当総額 金6,234,309,427円

③　剰余金の配当が効力を生じる日
2023年12月25日
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現　行　定　款 変　　更　　案
（商号） （商号）
第１条　〈条文省略〉 第１条　〈現行どおり〉

（目的） （目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目
的とする。

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目
的とする。

１．ファイナンシャルプランニング業 １．ファイナンシャルプランニング業
２．資産運用に関するコンサルタント業 ２．資産運用に関するコンサルタント業
３．経営コンサルタント業 ３．経営コンサルタント業
４．企業の合併・提携、営業権、有価証券
の譲渡に関する指導仲介および斡旋

４．企業の合併・提携、営業権、有価証券
の譲渡に関する指導仲介および斡旋

５．企業の事業開発、販売促進等に関する
コンサルティング

５．企業の事業開発、販売促進等に関する
コンサルティング

６．総合リース業 ６．総合リース業
７．金融商品取引法に規定する、第二種金
融商品取引業、投資助言・代理業、投
資運用業および金融商品仲介業

７．金融商品取引法に規定する、第二種金
融商品取引業、投資助言・代理業、投
資運用業および金融商品仲介業

８．金銭の貸付け、金銭の貸借の媒介なら
びに債務の保証および引受等の信用供
与

８．金銭の貸付け、金銭の貸借の媒介なら
びに債務の保証および引受等の信用供
与

９．銀行代理業 ９．銀行代理業
10.　信託契約代理業 10.　信託契約代理業
11.　保険仲立人に関する業務 11.　保険仲立人に関する業務
12.　損害保険の代理業務および生命保険の
募集に関する業務

12.　損害保険の代理業務および生命保険の
募集に関する業務

13.　有価証券、金銭債権その他金融資産の
売買、取得、保有および譲渡

13.　有価証券、金銭債権その他金融資産の
売買、取得、保有および譲渡

14.　投資事業ならびに投資事業組合の組
成、財産運用および管理

14.　投資事業ならびに投資事業組合の組
成、財産運用および管理

15.　船舶、航空機、工具、器具、備品およ
びその関連資産の売買ならびに売買の
媒介

15.　船舶、航空機、工具、器具、備品およ
びその関連資産の売買ならびに売買の
媒介

16.　船舶の貸渡しの媒介 16.　船舶の貸渡しの媒介
17.　不動産の売買、貸借、仲介、所有、管
理、利用、開発およびコンサルティン
グ

17.　不動産の売買、貸借、仲介、所有、管
理、利用、開発およびコンサルティン
グ

第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由
　現行定款第２条につきまして、将来の事業領域の拡大に対応するため、事業
目的を追加するものであります。
２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
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現　行　定　款 変　　更　　案
18.　不動産特定共同事業法に基づく事業 18.　不動産特定共同事業法に基づく事業
19.　信託法に掲げる方法によってする信託
に係る業務

19.　信託法に掲げる方法によってする信託
に係る業務

20.　電子マネー、暗号資産その他の電子的
価値情報および資金決済に関する法律
に基づく前払式支払手段の発行、販売
および管理、電子決済システムの提供
ならびに資金移動業

20.　電子マネー、暗号資産その他の電子的
価値情報および資金決済に関する法律
に基づく前払式支払手段の発行、販売
および管理、電子決済システムの提供
ならびに資金移動業

21.　給与計算、給与振込等の事務代行業務 21.　給与計算、給与振込等の事務代行業務
22.　インターネットを通じたオンライン上
でのサービスの提供およびプラットフ
ォーム事業

22.　インターネットを通じたオンライン上
でのサービスの提供およびプラットフ
ォーム事業

23.　古物の売買およびその仲介業 23.　古物の売買およびその仲介業
24.　コンピュータの本体および周辺装置の
開発および販売業務

24.　コンピュータの本体および周辺装置の
開発および販売業務

25.　コンピュータのソフトウェアの開発お
よび販売業務、ならびにサービスの提
供

25.　コンピュータのソフトウェアの開発お
よび販売業務、ならびにサービスの提
供

26.　広告、宣伝、販売促進に関する企画、
制作および広告代理店業

26.　広告、宣伝、販売促進に関する企画、
制作および広告代理店業

27.　再生可能エネルギー等による発電事業
およびその管理、運営ならびに電気の
供給、販売等に関する事業

27.　再生可能エネルギー等による発電事業
およびその管理、運営ならびに電気の
供給、販売等に関する事業

〈新設〉 28.有料職業紹介事業

〈新設〉 29.労働者派遣事業

28.　前各号に付帯または関連する一切の業
務

30.　前各号に付帯または関連する一切の業
務

第３条～第43条　〈条文省略〉 第３条～第43条　〈現行どおり〉
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候 補 者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴並びに当社における
地位及び担当、重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式 の 数

1

たにむら

谷 村 　
ひさなが

尚 永
(1959年7月25日生)

再任

    1983年    4 月 住商リース株式会社（現 三井住友
ファイナンス＆リース株式会社）　
入社

    1998年    8 月 ING Lease Japan N.V. 東京支店　
在日代表

    2001年    11月 有限会社ファイナンシャル・プロダ
クト・グループ（現 当社）　設立
当社　代表取締役社長（現任）

    2011年    8 月 ＨＴホールディングス株式会社　
代表取締役（現任）

    2012年    12月 当社　代表執行役員（現任）
    2013年    3 月 株式会社ＦＰＧ証券　代表取締役

会長（現任）
    2014年    10月 ベルニナ信託株式会社（現 株式会

社ＦＰＧ信託）　取締役
    2015年    3 月 株式会社ＦＰＧ信託　代表取締役

会長（現任）
    2015年    5 月 Amentum Capital Ltd.　(現 FPG 

Amentum　Limited)　取締役(現
任)

    2019年    11月 北日本航空株式会社（現　株式会
社オンリーユーエア）　取締役

    2020年    6 月 同社（現　株式会社オンリーユー
エア）　代表取締役会長（現任）

    2023年    11月 株式会社ANDART　取締役会長
(現任)

2,199,600株

（重要な兼職の状況）
株式会社ＦＰＧ証券　代表取締役会長
株式会社ＦＰＧ信託　代表取締役会長
FPG Amentum Limited　取締役
株式会社オンリーユーエア　代表取締役会長
株式会社ANDART　取締役会長
ＨＴホールディングス株式会社　代表取締役

取 締 役 候 補 者
と し た 理 由

　同氏は、創業以来、当社の代表者として経営の意思決定及び業
務を統括執行し、豊富な業務経験と幅広い知見を活かして、当社
をオペレーティング・リース業界のリーディングカンパニーまで
に成長させました。また、事業の多角化を積極的に推進し、当社
業容の拡大に大きく貢献しております。
　当社の経営理念を実現し、当社の持続的成長と中長期的な企業
価値の向上に貢献できるものと判断したため、引き続き取締役と
して選任をお願いするものであります。

第３号議案　取締役7名選任の件

　現任取締役6名全員は、本総会終結の時をもって任期が満了いたします。
　つきましては、コーポレート・ガバナンスの一層の強化と多様性の拡充を図る
ため、社外取締役を2名増員し、改めて取締役7名の選任をお願いするものであ
ります。
　取締役候補者は次のとおりであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴並びに当社における
地位及び担当、重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式 の 数

2

いしぐろ

石 黒 　
ただし

正
(1955年4月26日生)

再任

    1978年    4 月 株式会社日本長期信用銀行 (現 株
式会社SBI新生銀行)  入行

    2000年    3 月 同行　執行役員 企業戦略部長
    2004年    6 月 株式会社新生銀行(現 株式会社SBI

新生銀行)　常務執行役 事業法人
部長

    2005年    1 月 同行　常務執行役　コーポレート
アフェアーズ部門長

    2005年    9 月 野村ホールディングス株式会社　
経営企画部　シニア エグゼクティ
ブオフィサー

    2006年    4 月 野村信託銀行株式会社　執行役　
企画管理部門管轄

    2010年    4 月 同行　専務執行役
    2015年    5 月 株式会社ＦＰＧ信託　代表取締役

社長
    2016年    3 月 当社　専務執行役員
    2016年    3 月 株式会社ＦＰＧ信託　取締役（現

任）
    2016年    12月 当社　取締役（現任）
    2019年    11月 北日本航空株式会社(現 株式会社

オンリーユーエア)　取締役（現
任）

-

（重要な兼職の状況）
株式会社ＦＰＧ信託　取締役
株式会社オンリーユーエア　取締役

取 締 役 候 補 者
と し た 理 由

　同氏は大手金融機関において経営企画部門、事業法人部門や
国際部門などの要職を歴任し、金融全般に関する豊富な経験と
幅広い知見を有しております。また、2016年から2021年にか
けて当社の取締役兼専務執行役員として重要な業務執行に携わ
り、その後は当社の取締役として取締役会における意思決定及
び監督に関与してまいりました。
　当社の経営理念を実現し、当社の持続的成長と中長期的な企
業価値の向上に貢献できるものと判断したため、引き続き取締
役として選任をお願いするものであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴並びに当社における
地位及び担当、重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式 の 数

3

おおはら

大 原 　
けいこ

慶子
(1959年10月18日生)

再任

社外

独立役員

社外取締役在任期間：5年

    1988年    4 月 弁護士登録（第一東京弁護士会）
    1988年    4 月 小松綜合法律事務所（後　小松・

狛 法律事務所）  入所
    1992年    9 月 Weil, Gotshal & Manges LLPニ

ューヨーク事務所  入所
    1993年    8 月 弁護士登録（ニューヨーク州）
    1993年    10月 小松・狛法律事務所  復帰
    2000年    2 月 神谷町法律事務所  創立　パートナ

ー（現任）
    2012年    9 月 慶應義塾大学法科大学院  非常勤講

師
    2017年    3 月 公益社団法人セーブ・ザ・チルド

レン・ジャパン  監事（現任）
    2017年    6 月 日本弁護士連合会　外国弁護士及

び国際法律業務委員会 委員長
    2018年    12月 当社 社外取締役（現任）
    2019年    6 月 富士急行株式会社  社外取締役（現

任）
    2020年    6 月 大成建設株式会社  社外監査役（現

任）

-

（重要な兼職の状況）
神谷町法律事務所 パートナー
富士急行株式会社 社外取締役
大成建設株式会社 社外監査役

社外取締役候補者
と し た 理 由 及 び
期 待 さ れ る 役 割

　同氏は、社外役員となること以外の方法で会社経営に直接関
与したことはありませんが、弁護士としての豊富な経験と国際
企業法務に関する専門的かつ高度な知見を有しております。こ
れまでも同氏は、こうした知識や経験を活かして、取締役とし
て積極的に意見を述べ、独立社外取締役の観点から、当社にお
ける取締役会の意思決定機能や監督機能の実効的な強化に貢献
してきております。引き続き職務を適切に遂行できると判断し
たため、社外取締役として選任をお願いするものであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴並びに当社における
地位及び担当、重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式 の 数

4

さこもと

迫 本 　
えいじ

栄二
( 1 9 5 6 年 1 1 月 4 日 生 )

再任

社外

独立役員

社外取締役在任期間：3年

    1990年    6 月 株式会社タックスコンサルティン
ググループ　（現 銀座Ｋ.Ｔ.Ｃコ
ンサルティング株式会社）　代表
取締役（現任）

    1993年    3 月 公認会計士開業登録
    1993年    7 月 税理士開業登録
    2000年    6 月 株式会社永谷園（現 株式会社永谷

園ホールディングス）　社外監査
役

    2003年    8 月 松竹映画劇場株式会社　代表取締
役（現任）

    2004年    4 月 新創税理士法人（現 銀座Ｋ.Ｔ.Ｃ
税理士法人）　代表社員（現任）

    2004年    12月 株式会社コクド（現　株式会社西
武リアルティソリューションズ）　
社外監査役

    2006年    2 月 株式会社プリンスホテル（現 株式
会社西武リアルティソリューショ
ンズ）　社外監査役

    2006年    2 月 株式会社西武ホールディングス　
社外監査役

    2015年    5 月 株式会社プリンスホテル（現 株式
会社西武リアルティソリューショ
ンズ）　監査役（現任）

    2015年    6 月 株式会社永谷園（現 株式会社永谷
園ホールディングス）　社外取締
役（現任）

    2020年    12月 当社 社外取締役（現任）
    2022年    4 月 株式会社西武・プリンスホテルズ

ワールドワイド　監査役（現任）

-

（重要な兼職の状況）
銀座Ｋ.Ｔ.Ｃ税理士法人　代表社員
松竹映画劇場株式会社　代表取締役
株式会社永谷園ホールディングス　社外取締役

社外取締役候補者
と し た 理 由 及 び
期 待 さ れ る 役 割

　同氏は、公認会計士及び税理士として、財務及び会計並びに
税務に関する高度な専門性、豊富な経験及び高い見識を有して
いることに加えて、会社経営者としての経験も併せ持っており
ます。これまでも同氏は、こうした知識や経験を活かして、取
締役として積極的に意見を述べ、独立社外取締役の観点から、
当社における取締役会の意思決定機能や監督機能の実効的な強
化に貢献してきております。引き続き職務を適切に遂行できる
と判断したため、社外取締役として選任をお願いするものであ
ります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴並びに当社における
地位及び担当、重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式 の 数

5

たじま

田島　
ゆたか

穣
(1958年1月24日生)

再任

社外

独立役員

社外取締役在任期間：1年

    1980年    4 月 三菱地所株式会社　入社
    1994年    4 月 MEC UK Ltd. Director and 

General Manager
    2003年    4 月 Rockefeller Group International, 

Inc. 取締役副社長 兼 最高投資責任者
    2008年    4 月 三菱地所株式会社　経営企画部長
    2009年    4 月 同社　経営企画部長　兼　メック

情報開発株式会社（現 三菱地所IT
ソリューションズ株式会社） 代表
取締役社長

    2010年    4 月 三菱地所株式会社　執行役員　経
営企画部長

    2012年    4 月 同社　執行役員 ビルアセット開発
部長

    2013年    4 月 同社　常務執行役員
    2016年    6 月 同社　執行役常務
    2017年    4 月 同社　グループ執行役員 兼　三菱

地所リアルエステートサービス株
式会社　代表取締役社長

    2019年    4 月 同社　常務執行役員
    2019年    6 月 同社　グループ執行役員　兼　丸

の内熱供給株式会社　代表取締役
社長

    2022年    7 月 株式会社ノジマ　顧問
    2022年    7 月 自然電力株式会社　シニアアドバ

イザー
    2022年    10月 当社　顧問
    2022年    10月 ニューシナジー・キャピタル・マ

ネジメント株式会社　取締役
    2022年    12月 当社　社外取締役（現任）
    2023年    1 月 株式会社マネースクエアHD　取締

役 （現任）
    2023年    1 月 株式会社マネースクエア　取締役 

（現任）
    2023年    4 月 コネクシオ株式会社　監査役 （現任）
    2023年    6 月 Nojima APAC Limited 

Director（現任）
    2023年    6 月 株式会社ノジマ　取締役　兼　執

行役、 事業推進部長　兼　総務部
長 （現任）

-

（重要な兼職の状況）
株式会社ノジマ　取締役 兼 執行役、 事業推進部
長 兼 総務部長

社外取締役候補者
と し た 理 由 及 び
期 待 さ れ る 役 割

　同氏は、長年にわたり大手不動産会社にて国内外の不動産物
件の開発・運用に従事し、代表者として不動産会社の経営にも
携わるなど、不動産業界における豊富な経験及び高度の専門的
知識を有しております。これまでも同氏は、こうした知識や経
験を活かして、取締役として積極的に意見を述べ、独立社外取
締役の観点から、当社における取締役会の意思決定機能や監督
機能の実効的な強化に貢献してきております。引き続き職務を
適切に遂行できると判断したため、社外取締役として選任をお
願いするものであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴並びに当社における
地位及び担当、重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式 の 数

6

まさむね

正 宗 　
え り ざ べ す

エリザベス
(1960年4月5日生)

新任

社外

独立役員

    1987年    4 月 在日オーストラリア大使館　貿易
促進庁　入庁

    1989年    2 月 インベストメント・マネージメン
ト・オーストラリア　シニア・イ
ンベストメント・マネージャー

    1991年    11月 在日オーストラリア大使館　貿易
促進庁　商務官

    1996年    4 月 在インドネシアオーストラリア大
使館　参事官

    1999年    4 月 在ベトナムオーストラリア大使館　
公使参事官

    2002年    8 月 在韓国オーストラリア大使館　公
使参事官

    2007年    8 月 在日オーストラリア大使館　公使 
兼 貿易促進庁 日本総支配人

    2011年    10月 オーストラリア貿易促進庁　東北
アジア地域本部本部長

    2012年    9 月 オーストラリア貿易促進庁　貿易
本部 トレード部門 組織編制タス
ク・フォース長

    2013年    9 月 オーストラリア貿易促進庁　貿易
本部本部長

    2015年    6 月 国立大学法人千葉大学　経営協議
会委員（現任）

    2015年    7 月 株式会社アット・アジア・アソシ
エイツ・ジャパン　代表取締役
（現任）

    2015年    11月 株式会社アドバンジェン　社外取
締役

    2016年    6 月 日豪経済委員会　次世代リーダー
ズ・プログラム担当委員（現任）

    2016年    12月 株式会社パソナグループ　顧問
（現任）

    2017年    12月 株式会社パソナグループ　淡路ユー
ス・フェデレーション　専務理事

    2018年    6 月 株式会社フェイス　社外取締役
（現任）

    2019年    6 月 荒川化学工業株式会社　社外取締
役（現任）

    2020年    4 月 カルビー株式会社　コンプライアン
ス・リスク諮問委員会委員（現任）

    2022年    6 月 テクノホライゾン株式会社　社外
取締役

    2022年    11月 独立行政法人日本学術振興会　ス
ーパーグローバル大学創成支援プ
ログラム委員会委員（現任）

    2023年    4 月 テクノホライゾン株式会社　顧問
    2023年    6 月 アステリア株式会社　社外取締役

（現任）
    2023年    10月 当社 顧問（現任）
    2023年    11月 株式会社パソナグループ　淡路ユ

ース・フェデレーション 学長（現
任）

-
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候 補 者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴並びに当社における
地位及び担当、重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式 の 数

（重要な兼職の状況）
株式会社アット・アジア・アソシエイツ・ジャパ
ン 代表取締役
株式会社フェイス 社外取締役
荒川化学工業株式会社 社外取締役
アステリア株式会社 社外取締役
株式会社パソナグループ 淡路ユース・フェデレ
ーション 学長

社外取締役候補者
と し た 理 由 及 び
期 待 さ れ る 役 割

　同氏は、長年にわたり外交官の職に従事し国際渉外に長けて
おり、国際的なビジネスにおいて豊富な経験と高い見識を有し
ております。また、会社の代表者として、働く女性の意識改
革、グローバル人材の育成などに係るコンサルティングを行っ
ております。こうした知識や経験を活かして、当社における取
締役会の意思決定機能や監督機能の実効的な強化に貢献いただ
けるものと判断したため、社外取締役として選任をお願いする
ものであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴並びに当社における
地位及び担当、重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 株 式 の 数

7

むとう

武藤　
はなこ

華子
( 1 9 6 5 年 4 月 1 6 日 生 )

新任

社外

独立役員

    1986年    8 月 株式会社三井銀行（現 株式会社三
井住友銀行） 入行

    1997年    7 月 株式会社さくら銀行（現 株式会社
三井住友銀行） 証券企画部付
株式会社さくら総合研究所（現 
SMBCコンサルティング株式会
社） 出向　シニア・アナリスト

    1999年    10月 ソニー株式会社（現 ソニーグルー
プ株式会社） IR部 マネージャー

    2000年    8 月 同 社 　 欧 州Head of Investor 
Relations, London

    2004年    6 月 同社　取締役会事務局部長、監査
委員会事務局部長

    2008年    5 月 三菱商事・ユービーエス・リアル
ティ株式会社（現 株式会社ＫＪＲ
マネジメント）　IR・広報部長

    2012年    4 月 株式会社ネクソン 広報室長
    2013年    5 月 マッキンゼー・アンド・カンパニ

ー・インコーポレイテッド・ジャパ
ン　Head of External Relations 
and Communication Services

    2018年    11月 日本エア・リキード株式会社（現 
日本エア・リキード合同会社） 広
報本部長、経営会議メンバー

    2022年    7 月 コーン・フェリー・ジャパン株式
会社 パートナー（現任）

    2023年    6 月 CYBERDYNE株式会社 社外取締
役（現任）

-

（重要な兼職の状況）
コーン・フェリー・ジャパン株式会社 パートナ
ー
CYBERDYNE株式会社 社外取締役

社外取締役候補者
と し た 理 由 及 び
期 待 さ れ る 役 割

　同氏は、大手銀行系シンクタンクでのアナリストとしての経
験を活かして、主に上場企業における広報、IR担当の責任者と
して活躍してきたほか、企業の人事戦略及び組織変革に関する
コンサルティングについても豊富な経験と高い見識を有してお
ります。こうした知識や経験を活かして、当社における取締役
会の意思決定機能や監督機能の実効的な強化に貢献いただける
ものと判断したため、社外取締役として選任をお願いするもの
であります。

（注）１. 正宗エリザベス氏と武藤華子氏は、新任の取締役候補者であります。
２. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３. 大原慶子氏、迫本栄二氏、田島穣氏、正宗エリザベス氏及び武藤華子氏は、社外取締

役候補者であります。大原慶子氏は、2020年６月に大成建設株式会社の社外監査役に
就任し現在に至っておりますが、その在任中の2023年3月16日、同社は、同社札幌支
店で施行中の「（仮称）札幌北1西5計画」において、鉄骨建方等の精度不良が発生し
たことを公表しました。同氏は、当該事案が判明するまで当該事案を認識しておりま
せんでしたが、日頃から同社に対してコンプライアンス及びコーポレート・ガバナン
スの観点から注意喚起を行っておりました。また、当該事案の判明後は、再発防止に
向けた提言を行うとともに、内部統制の強化の必要性等について意見を述べるなど、
社外監査役として必要な対応を行い、その責務を果たしております。
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４. 当社は、大原慶子氏、迫本栄二氏及び田島穣氏との間で会社法第427条第1項及び当社
定款に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としており、大原
慶子氏、迫本栄二氏及び田島穣氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定
であります。また、正宗エリザベス氏と武藤華子氏の選任が承認された場合は、両氏
との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

５. 当社は、当社の取締役、監査役等を被保険者として、会社法第430条の3第1項に規定
する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約で
は、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金や争訟費用等を填補すること
としており、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者に含まれ
ることとなります。なお、当該保険契約は、2024年9月に同内容で更新する予定であ
ります。

６. 当社は大原慶子氏、迫本栄二氏及び田島穣氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として届け出ており、再任が承認された場合は、引き続き独立役員として同取引所
に届け出る予定であります。また、正宗エリザベス氏と武藤華子氏は、東京証券取引
所の規定する独立役員の要件を満たしており、両氏の選任が承認された場合は、同取
引所に独立役員として届け出る予定であります。
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氏 名
（生年月日）

略歴並びに当社における
地位及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

やまうち

山 内 　
かずひで

一 英
(1960年10月19日生)

新任

社外

独立役員

    1983年    4 月 株式会社東海銀行（現 株式会社三菱UFJ銀
行） 　入行

    2011年    6 月 三菱UFJリース株式会社（現 三菱HCキャ
ピタル株式会社） 入社

    2012年    7 月 同社　理事
    2013年    5 月 三菱UFJリース株式会社（現 三菱HCキャ

ピタル株式会社）　理事　兼　Bangkok 
Mitsubishi UFJ Lease Co., Ltd. （ 現 
Bangkok Mitsubishi HC Capital Co., 
Ltd.） 社長

    2013年    6 月 三菱UFJリース株式会社（現 三菱HCキャ
ピ タ ル 株 式 会 社 ） 　 執 行 役 員 　 兼　
Bangkok Mitsubishi UFJ Lease Co., Ltd.
（ 現 Bangkok Mitsubishi HC Capital 
Co., Ltd.） 社長

    2015年    6 月 三菱UFJリース株式会社（現 三菱HCキャ
ピタル株式会社） 常勤監査役

    2018年    6 月 同社　特命顧問
三菱オートリース株式会社　常勤監査役
三菱オートリース・ホールディングス株式
会社（現 三菱オートリース株式会社）常勤
監査役

    2023年    7 月 三菱HCキャピタル株式会社 非常勤顧問
    2023年    9 月 当社　顧問（現任）

-

（重要な兼職の状況）
なし

社 外 監 査 役 候 補 者
と し た 理 由

　同氏は国内大手金融機関に長年にわたり勤務し、その後、国内大手
リース会社の執行役員及びその海外関連会社の社長を経験したのち国
内大手リース会社の監査役に就任するなど、金融及びリースに関する
豊富な経験と監査に係る幅広い知見を有しております。こうした経験
と知見を活かして、当社経営陣から独立した立場で、当社の監査役監
査における公正かつ適切な職務の遂行が期待できるものと判断し、新
たに社外監査役として選任をお願いするものであります。

第４号議案　監査役１名選任の件

　監査役 吉利友克氏は本総会終結の時をもって辞任により退任いたします。つ
きましては、その補欠として監査役1名の選任をお願いするものであります。
　なお、新たに選任された監査役の任期は、当社定款の定めにより、退任した監
査役の任期の満了する時までとなります。
　本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 候補者は、新任の監査役候補者であります。
２. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３. 候補者は、社外監査役候補者であります。
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４. 候補者の選任が承認された場合、当社は候補者との間で、会社法第427条第１項及び
同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額といたします。

５. 当社は、当社の取締役、監査役等を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規
定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約
では、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金や争訟費用等を填補するこ
ととしており、候補者が監査役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者に含まれ
ることとなります。なお、当該保険契約は、2024年9月に同内容で更新する予定であ
ります。

６. 候補者は、東京証券取引所の規定する独立役員の要件を満たしており、候補者の選任
が承認された場合には、当社は候補者を同取引所に独立役員として届け出る予定であ
ります。
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氏 名 性別 地 位

谷村　尚永 男性 代表取締役
社長 ● ● ● ● ● ● ● ●

石黒　正 男性 取締役 ● ● ● ● ● ● ● ●

大原　慶子 女性 取締役
（社外） ● ● ● ●

迫本　栄二 男性 取締役
（社外） ● ● ● ● ●

田島　穣 男性 取締役
（社外） ● ● ● ● ● ●

正宗
エリザベス 女性 取締役

（社外） ● ● ● ● ● ●

武藤　華子 女性 取締役
（社外） ● ● ● ● ● ●

川嶋　秀行 男性 監査役
（社外） ● ● ● ● ●

常峰　仁 男性 監査役
（社外） ● ● ●

山内　一英 男性 監査役
（社外） ● ● ● ● ●

【ご参考】本総会終了後の取締役及び監査役のスキル・マトリックス（予定）

※上記一覧表は各取締役（候補者含む）及び各監査役（候補者含む）の有するす
べての知見や経験を表すものではありません。

以　上
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（ 自　2022年10月１日
至　2023年９月30日 ）

2022年９月期
連結会計年度

2023年９月期
連結会計年度 増減率

 売上高 59,193 71,149 20.2％
 売上原価 40,564 44,841 10.5％

売上総利益 18,628 26,307 41.2％
 販売費及び一般管理費 6,883 8,041 16.8％

営業利益 11,744 18,265 55.5％
 営業外収益 1,874 3,495 86.5％
 営業外費用 1,152 3,771 227.4％

経常利益 12,466 17,989 44.3％
親会社株主に帰属する
当期純利益 8,475 12,466 47.1％

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
(１) 事業の経過及び成果

(単位：百万円）

　当連結会計年度においては、世界経済は、世界的な金融引締めが続く中での金融資本
市場の変動や物価上昇等がありましたが、景気は総じて回復基調が続きました。一方、
日本経済においても、各種政策の効果もあって、景気は緩やかな回復が続きました。こ
のような状況のもと、当社グループは、中期経営計画に従い、各種施策の実施に努め、
ポストコロナの成長路線をまい進しました。
　当社事業の第１の柱であるリースファンド事業においては、好調な出資金販売が通期
で継続し、通期の過去最高の売上高を更新しました。第２の柱である不動産ファンド事
業の国内不動産においては、通期の不動産小口化商品販売額が過去最高を更新し、不動
産ファンド事業の海外不動産も第３の柱として大幅な増益に貢献しました。
　この結果、連結売上高は71,149百万円（前年度比20.2％増）、営業利益は18,265百
万円（前年度比55.5％増）、経常利益は17,989百万円（前年度比44.3％増）及び親会
社株主に帰属する当期純利益は12,466百万円（前年度比47.1％増）となり、通期の過
去最高の連結売上高（2022年9月期の59,193百万円）と過去最高益（2019年9月期の
営業利益14,432百万円、経常利益14,394百万円、親会社株主に帰属する当期純利益
10,035百万円）を更新する大幅な増収増益を達成しました。
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2022年９月期
連結会計年度

2023年９月期
連結会計年度 増減率

 売上高 59,193 71,149 20.2％
  リースファンド事業 14,232 22,184 55.9％
  不動産ファンド事業 43,691 47,900 9.6％
　　国内不動産 42,890 45,076 5.1％
　　海外不動産 801 2,823 252.5％
　その他事業 1,268 1,064 △16.1％
 売上原価 40,564 44,841 10.5％
 売上総利益 18,628 26,307 41.2％

2022年９月期
連結会計年度

2023年９月期
連結会計年度 増減率

リースファンド事業
 　リース事業組成金額 308,922 359,218 16.3％
 　出資金販売額 68,720 136,334 98.4％
不動産ファンド事業　国内不動産
　不動産ファンド事業組成金額 56,260 47,060 △16.4％
　不動産小口化商品販売額 42,570 44,570 4.7％

不動産ファンド事業　海外不動産
　不動産ファンド事業組成金額 18,492 18,049 △2.4％
　出資金販売額（海外不動産） 5,010 17,030 239.9％

売上高/売上原価/売上総利益
(単位：百万円）

(単位：百万円）

用語の説明
［リース事業組成金額］
 　組成したオペレーティング・リース事業案件のリース物件の取得価額の合計額であります。
［出資金販売額］［出資金販売額（海外不動産）］
 　出資金（オペレーティング・リース事業の匿名組合出資持分及び任意組合出資持分並びに海外不動産を対
象とした集団投資事業案件に係る任意組合出資持分）について、リース開始日までに投資家へ私募の取扱い
を行ったもの及びリース開始日時点で当社又は当社子会社が一旦立替取得し、（連結）貸借対照表の「商品
出資金」に計上したものについて、投資家へ譲渡したものの合計額であります。なお、［出資金販売額］に
は、信託機能を活用した航空機リース事業案件に係る信託受益権譲渡価額を含めております。

［不動産ファンド事業組成金額］
　国内不動産については不動産小口化商品の信託受益権１個当たりの価額に組成個数を乗じた額であり、海
外不動産についてはリース物件の取得価額であります。

［不動産小口化商品販売額］
 　信託受益権１個当たりの価額に販売個数を乗じた額となります。
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  売上高は71,149百万円（前年度比20.2％増）となりました。

（リースファンド事業）
　投資家からの旺盛な需要と潤沢な在庫を背景に積極的な販売を継続した結果、出資
金販売額は、コロナ禍前の水準にほぼ回復する136,334百万円（前年度比98.4％増）
となり、売上高は通期の過去最高の売上高（2019年9月期の21,127百万円（注））
を更新し、22,184百万円（前年度比55.9％増）となりました。
　また、リースファンド事業における組成金額は、航空機案件は厳選して組成を行う
方針を継続しつつ、CO2削減に関連したトランジション・ファイナンスに係る大型案
件を中心に、船舶やコンテナの海運案件を積極的に組成した結果、359,218百万円
（前年度比16.3％増）となりました。
(注）2019年9月期の事業区分に基づくリースアレンジメント事業の売上高20,806百万円と航空機投資管理

サービス事業の売上高321百万円の合計額であります。

（不動産ファンド事業　国内不動産）
　国内不動産は、不動産小口化商品販売額が通期ベースで過去最高となる44,570百万
円（前年度比4.7％増）となった結果、売上高は45,076百万円（前年度比5.1％増）と
なりました。
　また国内不動産の不動産ファンド事業における組成金額は、2022年10月に当社に
おける過去最大の大規模案件となる「ＦＰＧリンクス渋谷道玄坂」を組成する等、
47,060百万円（前年度比16.4％減）となりました。

（不動産ファンド事業　海外不動産）
　海外不動産は、2023年３月より販売を開始した集団投資事業案件の第２号案件で
ある、米国ハワイ州ホノルル市の大規模リゾートホテル「Queen Kapiolani Hotel」
案件の販売が好調に推移し、第４四半期には四半期ベースで過去最高販売額を更新す
る等、出資金販売額が17,030百万円となった結果、売上高は2,823百万円（前年度比
252.5％増）となりました。
　また、海外不動産の不動産ファンド事業における組成金額は、2022年12月に
「Queen Kapiolani Hotel」案件を組成した結果、18,049百万円となりました。

（その他事業）
　その他事業の売上高は1,064百万円（前年度比16.1％減）となりました。

(注)保険事業、Ｍ＆Ａ事業、プライベートエクイティ事業及び航空事業等を総称して、「その他事業」と
しております。

　売上原価は44,841百万円（前年度比10.5％増）となりました。これは主に、前年度
に引き続き金銭の信託（組成用航空機）に関する評価損を1,695百万円計上（前年度
は1,217百万円）したこと、顧客紹介に係る手数料が増加したこと、不動産小口化商
品の販売増加に伴って原価が増加したことによるものです。
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2022年９月期
連結会計年度

2023年９月期
連結会計年度 増減率

 販売費及び一般管理費 6,883 8,041 16.8％
　 人件費 3,970 4,446 12.0％
   その他 2,912 3,594 23.4％

2022年９月期
連結会計年度

2023年９月期
連結会計年度 増減率

 営業外収益 1,874 3,495 86.5％
   受取利息 234 779 232.5％
   金銭の信託運用益 797 208 △73.8％
   為替差益 143 － －
   不動産賃貸料 634 1,735 173.5％
   持分法による投資利益 38 222 483.3％
   航空機賃貸収入 － 544 －
   その他 25 4 △81.4％
 営業外費用 1,152 3,771 227.4％
   支払利息 413 1,064 157.5％
   支払手数料 569 727 27.8％
   為替差損 － 1,574 －
   その他 169 404 139.0％

上記の結果、売上総利益は、26,307百万円（前年度比41.2％増）となりました。

販売費及び一般管理費
(単位：百万円）

(注）人件費には、給料手当、賞与（引当金繰入額含む）、法定福利費、福利厚生費、退職給付費用、人材採
用費等を含めております。

販売費及び一般管理費は、8,041百万円（前年度比16.8％増）となりました。
これは、人件費が4,446百万円（前年度比12.0％増）、その他の費用が3,594百万

円（前年度比23.4％増）となったことによるものであります。

営業利益
上記の結果、営業利益は、18,265百万円（前年度比55.5％増）となりました。

営業外収益/営業外費用
(単位：百万円）

営業外収益は3,495百万円（前年度比86.5％増）となりました。これは主に、組成
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用不動産が増加したことにより不動産賃貸料が1,735百万円（前年度比173.5％増）と
なったこと、また投資家から収受している商品出資金の立替利息相当額の増加に伴い
受取利息が779百万円（前年度比232.5％増）、持分法による投資利益が222百万円
（前年度比483.3％増）、さらに賃貸資産に係る航空機賃貸収入が544百万円となった
ことによるものであります。

営業外費用は、3,771百万円（前年度比227.4％増）となりました。これは主に、支
払利息が1,064百万円（前年度比157.5％増）、支払手数料が727百万円（前年度比
27.8％増）、外貨建ノンリコースローンの換算差額や外貨建資産の為替変動リスクを
ヘッジするための為替予約コスト等による為替差損が1,574百万円（前年度は143百万
円の為替差益）となったことによるものであります。

経常利益/特別損益/親会社株主に帰属する当期純利益
　経常利益は17,989百万円（前年度比44.3％増）となりました。
　特別利益は294百万円となりました。これは主に当社の完全子会社であった株式会社F
ＰＧテクノロジー（現　株式会社カタクラ・クロステクノロジー）の全株式を売却した
ことに伴い関係会社株式売却益を計上したことによるものであります。
　 特 別 損 失 は427百 万 円 （ 前 年 度 比134.6％ 増)と な り ま し た 。 こ れ は 主 にFPG 
Amentum Limitedに係るのれん等の減損損失357百万円を計上したことによるものであ
ります。
　上記の結果、法人税等を控除した親会社株主に帰属する当期純利益は12,466百万円
（前年度比47.1％増）となりました。

　なお、当社グループの事業セグメントは「ファンド・金融サービス事業」及び「航空サ
ービス事業」でありますが、全セグメントに占める「ファンド・金融サービス事業」の割
合が高く、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント別の情報の記載を省略して
おります。
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(２) 対処すべき課題
中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題は、以下のとおりであります。
前年度の事業報告に掲げた2023年９月期から2025年９月期を対象とする中期経営計画では、

第２の柱である国内不動産の成長や第３の柱とすべく海外不動産の取り組みを拡大し、早期に連
結ベースでの過去最高益（経常利益143.9億円、親会社株主に帰属する当期純利益100.3億円）の
更新を目指すとともに、企業価値向上のためのSDGs(持続可能な開発目標）への取り組みを進め
るものとしておりました。

2023年９月期においては、リースファンド事業において過去最高の売上高を更新したことに
加え、不動産ファンド事業　国内不動産についても、不動産小口化商品販売額が通期ベースで過
去最高となり、不動産ファンド事業　海外不動産も販売が好調に推移する等、売上高が拡大し、
その結果、経常利益179.8億円、親会社株主に帰属する当期純利益124.6億円となり、連結ベース
での過去最高益を更新いたしました。

これらの成果を踏まえたうえで、当社は中長期的な経営戦略として、中期経営計画に代えて、
事業運営方針を策定し、さらなる成長に向けて、各種施策を実施してまいります。

当該事業運営方針の概要は、以下のとおりであります。

＜方針＞
・リースファンド・不動産ファンド（国内・海外）分野でリーディングカンパニーとしての地位

を維持・獲得
・第４の柱の構築
＜戦略＞
・人員増強と育成
・IT化の推進による事業領域の拡大
・金融・不動産等のライセンスを活用した新たな商品・サービスを創出
・SDGsへの取り組みの継続

＜コミットメント＞
・連結ベースでの過去最高益の更新を継続し、連結配当性向50％を目安とする株主還元方針を維

持
・各分野で最適な事業ポートフォリオを構築
・社会への貢献
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重点項目・関連するSDGs 具体的な取り組み
1.地域経済・地域社会への貢献

　

地域医療に貢献
・鹿児島県・沖縄県の離島に医療従事者を航空搬送する

サービスを株式会社オンリーユーエア（旧　株式会社
ＦＰＧエアサービス）が提供

地域金融機関との提携を推進し、地域経済を支える中小
企業に貢献
・M&Aサービスを通じた事業継承及び雇用の確保

2.地球環境にやさしい取り組みの実践

　

CO2削減に関連した取り組み
・環境負荷を低減する技術を採用した航空機・船舶を対

象としたトランジション・ファイナンスへの積極的な
取り組み

ITツール等を活用したペーパーレス化の推進
・電子デバイス、電子ファイルを活用した紙ベースでの

会議資料の低減
・契約書等における電子署名の活用

3.人権・ダイバーシティの尊重及び人
材育成・働き方の改革

　

障がい者支援への取り組み
・2020年11月より、 一般社団法人障がい者自立推進機

構が運営するパラリンアートのオフィシャルパートナ
ー（ゴールドパートナー）に協賛

スポーツ振興支援への取り組み
・2017年３月より、卓球 日本代表 張本智和選手とス

ポンサー契約を締結
・2018年３月より、卓球 日本代表 張本美和選手とス

ポンサー契約を締結
経営戦略の実現に貢献できる人材育成・多様性のある人
材の登用
・女性活躍の推進（2023年９月時点の女性管理職の比

率8.3％）
・外国籍社員の積極登用
・資格取得支援制度の充実（補助金の支給により社員の

キャリアアップをサポート）
多様で柔軟な働き方の推進
・産休・育休取得率/復帰率100%の実現

4.ガバナンスの強化

　

取締役・経営陣の選任における独立性と多様性の確保
・独立社外取締役を３分の１以上選任
・女性取締役及び女性執行役員の登用

なお、当社のSDGs（持続可能な開発目標）への取組状況は以下のとおりです。
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(３) 設備投資の状況
当連結会計年度において、総額9,367百万円の設備投資を行いました。
その主なものは、賃貸資産（航空機）の取得であります。
なお、賃貸資産（航空機）については、2023年10月に売却が完了しております。

(４) 資金調達の状況
当社グループは、主にリースファンド事業及び不動産ファンド事業における案件組
成資金その他運転資金の一部を、金融機関からの借入金、社債及びコマーシャル・ペ
ーパーによって調達しております。コマーシャル・ペーパーの発行に際しては、信用
格付業者である株式会社日本格付研究所より、格付けを取得しております。これらの
結果、当連結会計年度末のノンリコースローンを除く借入金及び社債（コマーシャ
ル・ペーパーを含む。）の残高は、107,167百万円となりました。
また、主に案件組成資金を効率的に調達するため、金融機関と、コミットメントラ
イン契約及び当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく資金調達枠の
総額は、当連結会計年度末時点で134,635百万円であります。
当連結会計年度において、オペレーティング・リース事業の営業者である株式会社

ＦＬＩＰ第２８１号を連結の範囲に含めたため、当該オペレーティング・リース事業
に関するノンリコースローンを連結貸借対照表に計上しました。当連結会計年度末の
ノンリコースローンの残高は、5,779百万円となりました。
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区 分 第　19　期
2020年９月期

第　20　期
2021年９月期

第　21　期
2022年９月期

第　22　期
(当連結会計年度)
2023年９月期

売 上 高(百万円) 12,708 14,924 59,193 71,149

経 常 利 益(百万円) 1,719 5,148 12,466 17,989
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(百万円) 1,136 2,946 8,475 12,466

１株当たり当期純利益 (円) 12.98 34.51 99.24 145.97

総 資 産(百万円) 132,850 91,899 158,052 183,675

純 資 産(百万円) 27,484 29,391 36,159 44,298

区 分 第　19　期
2020年９月期

第　20　期
2021年９月期

売 上 高 (百万円) 17,527 33,584

区 分 第　19　期
2020年９月期

第　20　期
2021年９月期

第　21　期
2022年９月期

第　22　期
(当事業年度)
2023年９月期

売 上 高(百万円) 10,877 12,961 57,307 68,519

経 常 利 益(百万円) 1,532 5,533 12,760 17,956

当 期 純 利 益(百万円) 1,025 3,602 8,989 12,189

１株当たり当期純利益 (円) 11.72 42.19 105.25 142.72

総 資 産(百万円) 129,861 91,184 168,300 190,324

純 資 産(百万円) 27,360 30,011 37,412 45,331

区 分 第　19　期
2020年９月期

第　20　期
2021年９月期

売 上 高 (百万円) 15,696 31,622

(５) 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を前連結会計年度の期首より適用してお
ります。当該会計基準等の適用により、不動産ファンド事業における不動産小口化商品の販売に関する会計処理に
ついて、2021年９月期までの当社利益相当額（当社役務手数料相当額）を売上高に計上する方法から販売価額相
当額を売上高に計上する方法に変更しております。なお、当該売上高の計上方法の変更による上記各利益への影響
はありません。また、2021年９月期までの売上高は、当該会計基準等適用前の金額であり、不動産ファンド事業
について同じ方法で処理した場合の各期の売上高は以下のとおりです。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を前事業年度の期首より適用しておりま
す。不動産ファンド事業について同じ方法で処理した場合の2021年９月期までの各期の売上高は以下のとおりで
す。
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会社名 資本金又は出資金 議決権比率 主要な事業の内容
連結子会社

株式会社ＦＰＧ証券 11,449百万円 100.0％ （注１）
FPG Amentum Limited 500千ユーロ 86.9％ （注２）
株式会社ＦＰＧ信託 100百万円 100.0％ （注３）
株式会社ＦＰＧエアサービス（注４） 25百万円 100.0％ 航空事業
株式会社ＦＰＧリアルエステート（注５） 5百万円 100.0％ 不動産賃貸借事業
株式会社ＦＬＩＰ第２８１号（注10） 1百万円 100.0％ （注６）
その他１社

持分法適用関連会社

FPG Asset & Investment
Management B.V. 33千ユーロ 25.0％ （注７）

FPG Asset & Investment Management 
Asia Pte.Ltd.

80,000
シンガポールドル （注８） （注７）

FPG AIM Americas Inc. 250千USD （注８） （注７）

(６) 重要な子会社等の状況

（注）１. 証券事業を行っており、当社のリースファンド事業及び不動産ファンド事業の
案件組成・管理に係るものも含みます。

２. リースファンド事業において、航空機投資管理サービスの提供を行っておりま
す。

３. 信託事業を行っており、当社のリースファンド事業及び不動産ファンド事業の
案件組成・管理に係るものも含みます。

４. 株式会社ＦＰＧエアサービスは、2023年10月１日付けで、株式会社オンリー
ユーエアに商号変更しております。

５. 当社の不動産ファンド事業において、マスターリース会社として不動産賃貸借
事業を行うことになったことから、当連結会計年度より連結の範囲に含めてお
ります。

６. リースファンド事業において、航空機を対象としたオペレーティング・リース
事業の営業を行っております。

７. リースファンド事業において、オペレーティング・リース事業の案件組成サポ
ートを行っております。

８. FPG Asset & Investment Management B.V.が100%の議決権を有しており
ます。

９. 上記の他、当連結会計年度末時点で、非連結子会社が909社あります。これら
は主にリースファンド事業において、航空機、船舶又は海上輸送用コンテナを
対象としたオペレーティング・リース事業の営業を行っている会社、将来営業
者として利用する予定の会社及び船舶の船籍管理会社、不動産ファンド事業に
おいて、海外不動産の集団投資事業案件で投資ビークルとして利用している会
社等であります。

10. FinTech事業を行っていた株式会社ＦＰＧテクノロジー（現　株式会社カタク
ラ・クロステクノロジー）は、当連結会計年度中に全株式を譲渡したため、連
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結子会社から除外しております。また、匿名組合事業の営業者である子会社に
ついては、その事業の損益及び収支が当社に実質的に帰属しないかあるいは軽
微なため会社計算規則第63条第１項第２号により連結の範囲に含めておりませ
んが、株式会社ＦＬＩＰ第２８１号については、同社を営業者とするオペレー
ティング・リース事業に係る匿名組合出資持分を投資家に譲渡することなくリ
ース物件（賃貸資産（航空機））を売却することとした結果、組合損益が当社
に帰属することになったため、当連結会計年度より、連結の範囲に含め、連結
子会社としております。なお、当該物件は2023年10月に売却しており、翌連
結会計年度以降は、非連結子会社とする予定です。

11. FPG Asset & Investment Management Middle East FZ LLCは、当連結会
計年度中に解散したため、持分法適用関連会社から除外しております。
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事業セグメント 会社名 主な事業

ファンド・
金融サービス

事業

株式会社ＦＰＧ（当社）

リースファンド事業
不動産ファンド事業
保険事業
Ｍ＆Ａ事業
プライベートエクイティ事業

持分法適用関連会社
FPG Asset & Investment Management B.V.
FPG Asset & Investment Management Asia Pte.Ltd.
FPG AIM Americas Inc.

リースファンド事業
（注１）(注２）

連結子会社
FPG Amentum Limited
その他１社

リースファンド事業
（注３）

連結子会社
株式会社ＦＰＧ信託 信託事業（注４）

連結子会社
株式会社ＦＰＧ証券 証券事業（注４）

連結子会社
　株式会社ＦＰＧリアルエステート 不動産賃貸借事業（注５）

連結子会社
　株式会社ＦＬＩＰ第２８１号 リースファンド事業（注６）

航空
サービス事業

連結子会社
　株式会社ＦＰＧエアサービス 航空事業（注７）

(７) 主要な事業内容（2023年９月30日現在）
当社グループで遂行する主要な事業の内容及び各関係会社の各事業に係る位置づ

けは以下のとおりであります。

（注）１. オペレーティング・リース事業の案件組成サポートを行っております。
２. FPG Asset & Investment Management Middle East FZ LLCは、当連結会計年度

中に解散したため、持分法適用関連会社から除外しております。
３. 航空機投資管理サービスの提供を行っております。
4. リースファンド事業及び不動産ファンド事業の案件組成・管理に係るものも含みま

す。
5． 不動産ファンド事業において、マスターリース会社として不動産賃貸借事業を行うも

のです。
6． リースファンド事業において、航空機を対象としたオペレーティング・リース事業の

営業を行っております。
7． 株式会社ＦＰＧエアサービスは、2023年10月１日付けで、株式会社オンリーユーエ

アに商号変更しております。
8.   上記の他、当連結会計年度末時点で、非連結子会社が909社あります。これらは主に

リースファンド事業において、航空機、船舶又は海上輸送用コンテナを対象としたオ
ペレーティング・リース事業の営業を行っている会社、将来営業者として利用する予
定の会社及び船舶の船籍管理会社、不動産ファンド事業において、海外不動産の集団
投資事業案件で投資ビークルとして利用している会社等であります。

9.   FinTech事業を行う株式会社ＦＰＧテクノロジー（現　株式会社カタクラ・クロステ
クノロジー）は、当連結会計年度中に全株式を譲渡したため、連結子会社から除外し
ております。
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リースファンド事業（オペレーティング・リース事業を含む。）
当社は、オペレーティング・リース事業案件の組成及び管理並びに投資家への匿名

組合出資持分・任意組合出資持分・信託受益権の販売を行うことで、手数料等の収益
を得ております。

当社が提供するオペレーティング・リース事業案件は、主に匿名組合方式及び金銭
の信託方式であります。

匿名組合方式の場合、匿名組合の営業者となる当社子会社（ＳＰＣ（注））におい
て、リース物件を取得し、オペレーティング・リース事業を行います。当社は当該リ
ース事業に係る匿名組合出資持分の私募の取扱いを行うほか、リース開始時点で、当
社が一時的に立替取得し、貸借対照表の「商品出資金」に計上するとともに、当該匿
名組合出資持分を投資家に譲渡します。

金銭の信託方式の場合、当社が信託の受託者である株式会社ＦＰＧ信託に金銭を信
託し、同社は、特定金外信託契約に基づき、当社が信託した金銭をもってリース物件
（航空機）を取得し、オペレーティング・リース事業を行います。当社は、当該特定
金外信託契約に係る信託受益権の未販売相当額を、「金銭の信託（組成用航空機）」
として、貸借対照表に計上し、投資家に譲渡いたします。

当社が、投資家に、匿名組合出資持分又は信託受益権を譲渡することで、オペレー
ティング・リース事業の損益等が投資家に帰属することになります。

当社は、オペレーティング・リース事業の案件組成や、当該リース事業に係る匿名
組合出資持分又は信託受益権を販売すること等で、手数料を売上高に計上しておりま
す。

オペレーティング・リース事業とは、主に以下の要素を持つ一連の仕組みを指し、
一般に「日本型オペレーティング・リース」と呼ばれております。また本説明は、匿
名組合方式を前提に記載しております。
・当社子会社（ＳＰＣ）が、投資家との間で匿名組合契約を締結し、出資を受け入

れ、また金融機関から資金調達を行う。
・調達した資金により航空機、船舶及び海上輸送用コンテナといったリース物件を取

得し、オペレーティング・リースにより航空会社・海運会社等に賃貸を行う。リー
ス期間終了後リース物件を売却する。

・当該事業の損益については、リース期間前半には、定率法を選択すること等によ
り、減価償却費等の費用が、収益よりも先行して発生するため赤字となる傾向にあ
り、一方、リース期間後半には減価償却費等が減少するため、黒字となる傾向があ
ることから、税の繰り延べ効果が発生する。

・投資家は、当該事業の損益について、匿名組合契約に基づく分配を受けることで、
当該事業の損益を、投資家自身の決算に取り込むことが可能であり、これによっ
て、税の繰り延べ効果を享受できる。また、リース物件売却によるキャピタルゲイ
ンも享受できる。
（注）ＳＰＣとは、特別目的会社のことをいい、英語の（Special Purpose Company）の略であります。一

般には、株式、債券の発行等の特別な目的のために作られた会社のことであります。当社では、オペレ
ーティング・リース事業を行うに際して、当該事業の損益及び収支等を明確にするために、個別案件ご
とにＳＰＣを利用しております。

　また、FPG Amentum Limitedにおいて、航空機リースのアレンジメント、リース
管理、リマーケティング、ファイナンス・アレンジメント業務等を行うことで手数
料・報酬を得ております。
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不動産ファンド事業
国内不動産を対象とした株式会社ＦＰＧ信託の信託機能を活用した不動産小口化商

品、海外不動産を対象とした集団投資事業案件を投資家に提供しております。
国内不動産を対象とした不動産小口化商品は、当社が取得した対象不動産を株式会

社ＦＰＧ信託に信託し、その信託受益権を投資家に譲渡することで、対象不動産から
生じる損益等が、受益者である投資家に帰属する仕組みであります。当社は、対象不
動産の取得及び信託受益権の投資家への譲渡、運用指図を含む一連の業務を通じて、
収益を得ております。

海外不動産を対象とした集団投資事業案件は、海外不動産を保有し賃貸する事業案
件への投資を行う任意組合の組成及び管理並びに投資家への任意組合出資持分の販売
を行うことで手数料等の収益を得ております。

保険事業
当社が行う保険代理店事業においては、保険会社の委託に基づき、顧客である保険

契約者と保険会社との間の保険契約の締結の媒介を行い、保険契約が成約した際に
は、保険会社から所定の手数料を得ております。

Ｍ＆Ａ事業
主に、顧客の事業の売却等に関して、アドバイザリー契約を締結し、手数料を得る

とともに、事業の売却等が成約した際には、所定の成功報酬を得ております。

プライベートエクイティ事業
将来的に投資により取得した事業会社の発行する株式等又はプライベートエクイテ

ィファンドへの出資に係る持分を売却し、譲渡収益を獲得することを目的とする投資
活動を行っております。

信託事業
顧客との間で締結した信託契約に基づき、信託財産の運用・管理を行うことで、手

数料・報酬を得ております。なお、事業別売上高の計上に際しては、当社のオペレー
ティング・リース事業及び不動産小口化商品の案件組成サポート・管理に関するサー
ビスからの売上高は、それぞれリースファンド事業の売上高及び不動産ファンド事業
の売上高に含めることとしております。

証券事業
　当社が組成したオペレーティング・リース事業案件及び海外不動産を対象とした
集団投資事業案件に係る任意組合出資持分の引受けや、投資一任契約を締結し、顧
客の受託資産に関する金融商品の価値等の分析に基づく投資判断その他受託資産の
管理及び運用の指図に関する判断を行うことで、収益を得ております。なお事業別
売上高の計上に際しては、当社のオペレーティング・リース事業の案件に関するサ
ービスからの売上高はリースファンド事業の売上高に、海外不動産を対象とした集
団投資事業案件からの売上高は不動産ファンド事業の売上高に含めることとしてお
ります。

航空事業
航空運送事業者及び航空機使用事業者として、主として人員輸送等の事業を行い、

収益を得ております。
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会社名 区分 所在地

当社
株式会社ＦＰＧ

本 　 　 社
東京営業本部 東京都千代田区

札 幌 支 店 北海道札幌市中央区
仙 台 支 店 宮城県仙台市青葉区
高 崎 支 店 群馬県高崎市
大 宮 支 店 埼玉県さいたま市大宮区
横 浜 支 店 神奈川県横浜市西区
金 沢 支 店 石川県金沢市
名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市中区
大阪営業本部 大阪府大阪市北区
岡 山 支 店 岡山県岡山市北区
広 島 支 店 広島県広島市中区
高 松 支 店 香川県高松市
福 岡 支 店 福岡県福岡市中央区

連結子会社
株式会社ＦＰＧ証券 本 社 東京都千代田区
FPG Amentum Limited 本 社 アイルランド
株式会社ＦＰＧ信託 本 社 東京都千代田区

株式会社ＦＰＧエアサービス（注）
本 社 東京都千代田区
沖 縄 事 業 所 沖縄県那覇市

株式会社ＦＰＧリアルエステート 本 社 東京都千代田区
株式会社ＦＬＩＰ第２８１号 本 社 東京都千代田区

持分法適用関連会社
FPG Asset & Investment Management B.V. 本 社 オランダ
FPG Asset & Investment Management Asia Pte. Ltd. 本 社 シンガポール
FPG AIM Americas Inc. 本 社 アメリカ合衆国

(８) 主要な営業所（2023年９月30日現在）

（注）株式会社ＦＰＧエアサービスは、2023年10月１日付けで、株式会社オンリーユーエア
に商号変更しております。
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使　用　人　数 前連結会計年度末比増減
      307名 30名減

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
248名 7名増 41.5歳 4.9年

(９) 使用人の状況（2023年９月30日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）1. 使用人数は、就業人員数を記載しております。
　　   2. 当社グループは、全事業セグメントに占める「ファンド・金融サービス事業」の割合
　　　   が高く、開示情報としての重要性が乏しいため、事業セグメント別の記載を省略し
　　　   ております。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は、就業人員数を記載しております。

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 13,926百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 9,415百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 9,191百万円
株 式 会 社 東 京 ス タ ー 銀 行 7,375百万円
農 林 中 央 金 庫 5,000百万円
株 式 会 社 千 葉 銀 行 3,996百万円
株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 3,050百万円
株 式 会 社 S B I 新 生 銀 行 3,000百万円
株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,950百万円
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,251百万円

(10) 主要な借入先の状況（2023年９月30日現在）
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(３) 株主数 29,760名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

Ｈ Ｔ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 24,300,000株 28.45％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ) 8,030,100株 9.40％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ) 2,585,600株 3.03％

谷 村 尚 永 2,199,600株 2.58％

J P モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 899,958株 1.05％

B O F A S  I N C  S E G R E G A T I O N  A C C O U N T 850,034株 1.00％

STATE STREET BANK WEST CLIENT － TREATY 505234 827,300株 0.97％
Ｂ Ｎ Ｙ Ｍ  Ｓ Ａ / Ｎ V  Ｆ O R  Ｂ N Y Ｍ  Ｆ O R  Ｂ N Y M  Ｇ C M
Ｃ L I E N T  Ａ Ｃ Ｃ Ｔ Ｓ 　 Ｍ 　 Ｉ Ｌ Ｍ 　 Ｆ Ｅ 813,346株 0.95％

J P  M O R G A N  C H A S E  B A N K  3 8 5 7 8 1 786,520株 0.92％

セ ン ト ラ ル 短 資 株 式 会 社 609,000株 0.71％

２．株式に関する事項（2023年９月30日現在）

(１) 発行可能株式総数　216,000,000株
(２) 発行済株式の総数　89,073,600株（自己株式3,672,101株を含む）

(４) 大株主

（注）当社は、自己株式3,672,101株を保有しておりますが、上記大株主から除いてお
ります。また、持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

３．新株予約権等に関する事項
(１) 当事業年度末日において当社役員が有する新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(２) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 谷 村 尚 永

株式会社ＦＰＧ証券代表取締役会長
株式会社ＦＰＧ信託代表取締役会長
FPG Amentum Limited取締役
株式会社ＦＰＧエアサービス代表取締役会長
ＨＴホールディングス株式会社代表取締役

取 締 役 石 黒 　 正 株式会社ＦＰＧ信託取締役
株式会社ＦＰＧエアサービス取締役

取 締 役 髙 橋 和 樹

取 締 役 大 原 慶 子
神谷町法律事務所パートナー
富士急行株式会社社外取締役
大成建設株式会社社外監査役

取 締 役 迫 本 栄 二
銀座Ｋ.Ｔ.Ｃ税理士法人代表社員
松竹映画劇場株式会社代表取締役
株式会社永谷園ホールディングス社外取締役

取 締 役 田 島 　 穣 株式会社ノジマ取締役兼執行役、事業推進
部長兼総務部長

常 勤 監 査 役 川 嶋 秀 行 株式会社ＦＰＧ証券監査役
株式会社ＦＰＧエアサービス監査役

監 査 役 吉 利 友 克 株式会社ＦＰＧ信託監査役

監 査 役 常 峰 　 仁

４．会社役員に関する事項
(１) 取締役及び監査役の状況（2023年９月30日現在）

（注）１. 取締役 大原慶子氏、取締役 迫本栄二氏及び取締役 田島穣氏は会社法第２条第
15号に定める社外取締役であります。

２. 常勤監査役 川嶋秀行氏、監査役 吉利友克氏及び監査役 常峰仁氏は会社法第２
条第16号に定める社外監査役であります。

３. 当社は、取締役 大原慶子氏、取締役 迫本栄二氏、取締役 田島穣氏、常勤監査
役 川嶋秀行氏、監査役 吉利友克氏及び監査役 常峰仁氏を、当社が上場してい
る東京証券取引所の上場規則に基づく独立役員に指定し、同証券取引所に届け
出ております。

４. 常勤監査役 川嶋秀行氏、監査役 吉利友克氏及び監査役 常峰仁氏は、銀行での
投資銀行業務・融資業務の経験を有する等、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しております。

5. 当事業年度中の取締役の異動
取締役 田島穣氏は、2022年12月22日開催の第21期定時株主総会において、
新たに取締役に選任され、就任いたしました。

6. 株式会社ＦＰＧエアサービスは、2023年10月１日付けで、株式会社オンリーユ
ーエアに商号変更しております。
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地 位 氏 名 担 当

代 表 執 行 役 員 谷 村 尚 永 財務部・情報システム部・商品開発部・Ｍ＆Ａ事業部・
事業投資部担当

副社長執行役員 久 保 田 光 男 営業統括本部担当

専 務 執 行 役 員 髙 橋 和 樹 リスク管理部・ビジネスソリューション部・保険事業部・営業
推進部・営業サポート部担当

常 務 執 行 役 員 三 杯 　 力 大阪営業本部・大阪営業１部・大阪営業２部・岡山支
店・広島支店・高松支店・福岡支店担当

執 行 役 員 鈴 木 智 倫 名古屋支店・金沢支店担当
執 行 役 員 中 村 敬 一 ストラクチャードファイナンス案件担当・融資部担当
執 行 役 員 金 子 文 子 法務部・コンプライアンス部担当
執 行 役 員 大 嶋 智 之 仙台支店・高崎支店・大宮支店担当

執 行 役 員 倉 田 　 修
ストラクチャードファイナンス１部・ストラクチャードファイナン
ス２部・ストラクチャードファイナンス管理部・ストラクチャード
ファイナンスオペレーション部担当

執 行 役 員 桜 井 　 寛 経営企画部・経理１部・経理２部担当

執 行 役 員 森 垣 智 哉 東京営業本部・東京営業１部・東京営業２部・西東京営業部・札幌
支店・横浜支店担当

執 行 役 員 川 村 　 仁 海外不動産部・国内不動産部・不動産推進部・不動産管理部担当
執 行 役 員 池 田 将 和 総務部・人事部担当

≪ご参考≫
当社は、意思決定・監督と職務執行を分離し、取締役会の活性化・機能強化を図る

ため、執行役員制度を導入しております。2023年11月16日現在の当社執行役員は、
以下のとおりであります。

(２) 責任限定契約の内容の概要
当社は、社外役員全員との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく
社外役員の損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額
としております。

(３) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結しております。
①被保険者の範囲

当社及び当社子会社である株式会社ＦＰＧ証券、株式会社ＦＰＧ信託、株式会
社ＦＰＧエアサービス（現  株式会社オンリーユーエア）、株式会社ＦＰＧリアル
エステート、株式会社ＦＰＧ保険サービスの取締役、監査役、執行役員、管理職
従業員及び退任役員（以下「役員等」という。）

②保険契約の内容の概要
被保険者が当社又は当社子会社の役員等としての業務につき行った行為に起因

して負担することとなる法律上の損害賠償金や争訟費用等が塡補されます。ただ
し、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被保険者が
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区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 総 額
取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

６名
（３名）

139百万円
（23百万円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

３名
（３名）

26百万円
（26百万円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

９名
（６名）

165百万円
（50百万円）

違法に利益又は便宜を得たことや、法令違反を認識しながら行った行為等に起因
して損害賠償請求を受けた場合は、塡補の対象としないこととしています。なお
保険料は全額当社及び当社子会社が負担しております。

(４) 取締役及び監査役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年３月29日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内
容にかかる決定方針を決議しております。取締役の報酬額案の策定にあたっては、
経営監督機能を担うという取締役の役割に鑑みて、各取締役の職責や職位を考慮
し、業務執行取締役については、経営監督機能に加えて業務執行機能をも担うとい
う役割に鑑みて、過年度の業績と報酬額の実績及び開示済みの当期業績予想を考慮
した上で、社外取締役との協議により、個人別の固定報酬原案を作成することとし
ております。その上で、最終的には当該原案に基づき取締役会にて個人別の年間報
酬額を決定することとしております。なお取締役の報酬については、株主総会の決
議にて報酬総額の最高限度のみを定める「総額枠方式」を採用し、その報酬総額の
枠内で取締役の個人別の報酬額を取締役会において決定しております。当社の取締
役の個人別の報酬は、業績連動報酬及び非金銭報酬に係る部分はなく、固定報酬の
みで構成されております。取締役の報酬の支払は、年間報酬額を12等分した額を在
任期間に応じて毎月１回支給するものとし、退職慰労金など退任後に報酬を支払う
制度は設けないものとしております。当社の取締役会は、当事業年度の取締役の個
人別の報酬につきまして、上記方針に従ったプロセスを経て、算定されたものであ
ると判断しております。

② 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 当社の役員の報酬等は、固定報酬のみで構成され、業績連動報酬等及び非金銭
報酬等に係る部分はありません。

２. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており
ません。

３. 取締役の報酬額は、2018年12月21日開催の定時株主総会において、年額500
百万円以内（うち社外取締役分年額50百万円以内であり、使用人分の給与は含
まれません。）と決議いただいております。なお、当該決議当時の取締役の員
数は５名（うち社外取締役３名）です。
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区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 当 社 と の 関 係

取 締 役 大 原 慶 子
神谷町法律事務所パートナー
富士急行株式会社社外取締役
大成建設株式会社社外監査役

取引関係等、特別の
利害関係はありませ
ん。

取 締 役 迫 本  栄 二
銀座Ｋ.Ｔ.Ｃ税理士法人代表社員
松竹映画劇場株式会社代表取締役
株式会社永谷園ホールディングス社外
取締役

取引関係等、特別の
利害関係はありませ
ん。

取 締 役 田 島 　 穣 株式会社ノジマ取締役兼執行役、事業
推進部長兼総務部長

取引関係等、特別の
利害関係はありませ
ん。

常 勤 監 査 役 川 嶋 秀 行 株式会社ＦＰＧ証券監査役
株式会社ＦＰＧエアサービス監査役 当社の連結子会社

監 査 役 吉 利 友 克 株式会社ＦＰＧ信託監査役 当社の連結子会社

監 査 役 常 峰 　 仁

４. 監査役の報酬額は、2021年12月22日開催の定時株主総会において、年額50百
万円以内と決議いただいております。なお、当該決議当時の監査役の員数は３
名です。

③ 社外役員が子会社から受けた役員報酬の総額
当事業年度において、社外役員が子会社から役員として受けた報酬等の額は、４

百万円であります。

(５) 社外役員に関する事項
① 他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

（注）株式会社ＦＰＧエアサービスは、2023年10月１日付けで、株式会社オンリーユーエア
に商号変更しております。
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区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 大 原 慶 子

当事業年度開催の取締役会17回のうち17回に出席いたしま
した。弁護士としての豊富な経験と国際企業法務に関する
専門的かつ高度な知見から、経営に係る助言及び提言を行
い、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効的な強化の
ために期待される役割を適切に果たしております。

取 締 役 迫 本  栄 二

当事業年度開催の取締役会17回のうち17回に出席いたしま
した。公認会計士及び税理士として、財務及び会計並びに
税務に関する高度な専門的見地から、経営に係る助言及び
提言を行い、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効的
な強化のために期待される役割を適切に果たしておりま
す。

取 締 役 田 島 　 穣

2022年12月22日就任後の当事業年度開催の取締役会13回
のうち13回に出席いたしました。不動産事業に関する豊富
な経験及び高度な専門的知識並びに企業経営に関する知見
から、経営に係る助言及び提言を行い、取締役会の意思決
定機能や監督機能の実効的な強化のために期待される役割
を適切に果たしております。

常 勤 監 査 役 川 嶋 秀 行

常勤監査役として、監査役会の中心を担っております。当
事業年度開催の取締役会17回のうち17回に出席し、監査役
会13回のうち13回に出席いたしました。取締役会及び監査
役会において、金融に関する豊富な経験と幅広い知見を活
かし、経営に係る助言及び提言を行っております。

監 査 役 吉 利 友 克

当事業年度開催の取締役会17回のうち17回に出席し、監査
役会13回のうち13回に出席いたしました。取締役会及び監
査役会において、金融に関する豊富な経験と幅広い知見を
活かし、経営に係る助言及び提言を行っております。

監 査 役 常 峰 　 仁

当事業年度開催の取締役会17回のうち17回に出席し、監査
役会13回のうち13回に出席いたしました。取締役会及び監
査役会において、金融に関する豊富な経験と幅広い知見を
活かし、経営に係る助言及び提言を行っております。

② 社外役員の主な活動状況
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５．会計監査人の状況
(１) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人
(２) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額　　　　　　　　　42百万円
② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額　　57百万円
（注）１. 当社の会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できない
ため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び報酬見積りの算出
根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の
報酬等の額について、同意の判断をいたしました。

３. 当社の重要な海外子会社は、当社の会計監査人以外の者の監査を受けておりま
す。

４. 上記以外に前事業年度の監査に係る追加報酬として当事業年度中に支出した額が
３百万円あります。

(３) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(４) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が、会社法第340条第１項各号に該当する場合、監査役全

員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
また、監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障があると判断した場合その他

会計監査人を解任又は不再任とするべき理由があると判断した場合、会社法第344条
第１項及び第３項に基づき、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任及び
新たな会計監査人の選任に関する議案の内容を決定いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(１) 業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要

当社は、当社の業務並びに当社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要な体制を整備・推進するにあたり、会社法に基づく内部統制シ
ステムの基本方針として、取締役会において以下のとおり決議しております。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(ⅰ) 当社は、既に定めある「ＦＰＧグループ　コンプライアンス・ポリシー」を法令

遵守及び倫理維持の基本方針とし、取締役及び使用人に周知徹底し、業務遂行上
の最重要課題のひとつとして位置づけ、その遵守及び推進を求める。

(ⅱ) 取締役会は、コンプライアンスに関する重要事項を審議するため設置する「コン
プライアンス委員会」を通じて、定期的にコンプライアンス態勢を見直し、問題
点の把握と改善に努める。

(ⅲ) 当社は、取締役及び使用人の職務の執行における法令・社内規程・規則等の遵守
状況について日常的に相互監視を行うとともに、監査役及び内部監査室は連携
し、定期的にその遵守体制の有効性の検証を行う。また、内部通報制度を設置
し、不祥事、コンプライアンス上疑義ある行為等について通報窓口を設置し、早
期発見と是正を図る。コンプライアンス違反者に対しては、「社員就業規則」に
基づく懲戒を含め厳正に対処する。

(ⅳ) 複数名の社外取締役を置くことにより、取締役及び使用人の職務執行に対する監
督機能の強化を図る。

(ⅴ) 既に定めある「反社会的勢力への対応に関する基本方針」に基づき要領等に明文
化し周知徹底を図り、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体と
は一切の関係を遮断し、警察、弁護士等とも連携して毅然とした態度で組織的に
対応する。

(ⅵ) 金融商品取引法に基づく財務報告の信頼性を確保するために「財務報告に係る内
部統制の基本方針」を制定し、財務報告に係る内部統制の整備、運用を適切に行
う。

(ⅶ) コンプライアンス統括部門を強化し、法務部との連携を図りながら、当社の事業
に適用される法令、金融庁の監督指針等の最新の内容を正確に把握し、法改正に
応じて所要の規程改定を行い、その内容を関連部署に周知徹底することにより、
法令遵守態勢を整備する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(ⅰ) 取締役及び執行役員の職務の執行に際しては、既に定めある「取締役会規程」及

び「執行役員規程」に基づき取締役会議事録、執行役員会議事録等の文書（電磁
的情報を含む）・記録の作成、保存及び管理を適正に行う。
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(ⅱ) 監査役及び内部監査室は連携し、定期的に情報の保存及び管理について、監査を
行う。

(ⅲ) 個人情報は、法令及び「個人情報保護基本規程」に基づき厳重かつ適切に管理す
る。

(ⅳ) 取締役及び執行役員は、開示すべき情報を迅速かつ網羅的に収集し、法令等に従
って適時かつ適切に開示する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(ⅰ) リスク管理の体制については、既に定めある「ＦＰＧグループ リスクマネジメン

ト基本規程」に基づき、リスクマネジメント最高責任者の下、独立専門部署とし
てのリスクマネジメント統括部門及びリスクマネジメント委員会を設置し、全社
的なリスクマネジメント体制を総合的に整備・強化する。

(ⅱ) 当社は、業務戦略遂行に際し、取締役会が統制する範囲で事業計画達成のために
必要なリスクを適正に取ることを基本方針とする。リスク管理にあたっては、当
社におけるリスクのうち、特に経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクを
主要リスクとして把握し、その監視、評価、報告を通じて、資本の健全性を確保
しつつ、リスクに見合った収益を安定的に計上する基盤を提供する。

(ⅲ) リスクマネジメント統括部門は、主要リスクの状況・変化等を絶えず把握・監視
するとともに、適時適切に取締役会及びリスクマネジメント委員会に報告するこ
とにより、リスクを統括的に管理する。また、主要リスクは、当社における事業
特性・リスクプロファイル等の変化を踏まえ、必要に応じて見直す。

(ⅳ) リスク管理体制・管理手法については、これを定期的にレビューし、不断の見直
し・整備を図る。

(ⅴ) 自然災害、パンデミック、社会インフラ停止等の緊急災害時の対応について、
「ＦＰＧグループ緊急災害時対策規程」に基づき、行動原則及び安全確保の原則
を定め、防災計画の策定等の防災管理体制の整備及び発生時の対策本部設置等の
対応体制の整備を行う。大規模災害や新型インフルエンザの流行等の当社に著し
い損害を及ぼす事態の発生を想定し、未然に防止する。万一、当社に著しい損害
を及ぼす災害が発生した場合には対応として、事業への損害、業務の中断を最小
限にとどめるために、あらかじめ「ＦＰＧグループ事業継続計画（ＢＣＰ）」を
策定し、事業継続態勢の実効性向上を図る。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(ⅰ) 取締役会の意思決定の迅速化・監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るた

め、執行役員制度を導入し、業務執行権限を法令に反しない範囲で執行役員会又
は各執行役員に委譲する。各執行役員は、代表取締役の指揮・監督の下、取締役
会の決定に従い、規程等に定められた権限及び責任の範囲で、自己の職務を執行
する。

(ⅱ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎とし
て、取締役会を原則毎月開催するとともに、必要に応じて臨時に開催し、機動的
な意思決定を行い、相互に職務執行を監督する。取締役会の手続及び取締役会の
権限範囲等は、既に定めある「取締役会規程」に基づき、常に見直し改善を図
り、それに則った厳格な運営を行う。

(ⅲ) 取締役及び執行役員による効果的な業務運営を確保するため、取締役は「取締役
会規程」に基づき、また、執行役員は「執行役員規程」、「組織規程」、「職務
権限規程」及び「職務分掌規程」に基づき、職務執行に関する基本的職務・責任
権限に関する事項を明確にすることで組織の適切かつ効率的な運営を図る。

(ⅳ) 取締役会は、当社の企業理念を定めるとともに、事業運営方針及び年度計画を策
定し、取締役及び使用人に周知徹底し、適切な経営管理に努め、取締役の職務の
執行が効率的に行われることを確保する。

(ⅴ) その他社内規程を整備することにより、取締役の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保する。

(ⅵ) 前各号の業務運営状況を把握し、改善を図るため、内部監査室による内部監査を
実施し、取締役会は、その内部監査の報告を踏まえ、毎年、これらの体制を検証
する。

(ⅶ) 取締役は、必要と認める場合は、当社の費用において、弁護士、公認会計士等の
外部の専門家から助言を受けることができる。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(ⅰ) 当社は、子会社において、当社グループの経営方針に従った適正な業務運営及び

当社による実効性のある管理が行われるよう、「関係会社管理規程」を制定し、
もって、子会社の取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合するこ
とを確保し、子会社の取締役の職務の執行に係る事項の報告が適時に行われる体
制を整備する。
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(ⅱ) 当社は、子会社の取締役に当社取締役又は当社使用人その他適切な人材を選任す
るとともに、子会社の財務報告の適正性を確保するための体制を整備・運用せし
め、その業務の状況を当社が監理し、もって、子会社の取締役の職務の執行が効
率的に行われることを確保する。特に、重要な事項については、当社の執行役員
会での審議又は取締役会への付議を行う。

(ⅲ) 当社は、「ＦＰＧグループ　リスクマネジメント基本規程」に基づき、子会社を
含む当社グループ全体のリスク管理を行い、子会社のリスク管理体制の整備・充
実を図る。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことの求めがあった場合には、取締

役会は監査役と協議の上、監査役を補助すべき使用人の人数、権限、所属する組織、
指揮命令権等について決定し、使用人の人事発令等を速やかに行う。

⑦ 前項の使用人の取締役からの独立性及び監査役の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
前項により設置される監査役を補助すべき使用人の独立性を確保し、監査役の使用

人に対する指示の実効性を確保するため、使用人は、監査役以外の者からの指揮命令
を受けないものとし、当該使用人の人事（異動、評価、懲戒等）に関しては、代表取
締役が監査役の同意を得た上決定する。

⑧ 監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
(ⅰ) 監査役は取締役会、執行役員会及び子会社におけるそれらを含めた重要な会議に

出席し、業務執行状況の報告を受け、意見を述べることができる。
(ⅱ) 監査役には当社及び子会社の主要な稟議書その他社内の重要書類を回付し、又

は、要請があれば直ちに関係書類・資料等を提出し、閲覧に供する。
(ⅲ) 監査役は、定期的に代表取締役との監査役監査の環境整備の状況及び監査上の重

要課題等に関する意見交換会を開催するほか、必要に応じて当社の他の取締役及
び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人からその業務及び財産の状況
等に関する報告・説明を受けることができる。

(ⅳ) 当社の取締役及び使用人並びに当社の子会社の取締役、監査役及び使用人は、当
社又はその子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、法令又は定款に違反
する事項又は著しく不当な事項を発見したときは、直ちに監査役に報告する。

(ⅴ) 監査役は、内部監査室の監査報告を受ける。
(ⅵ) 前各号に定める他、当社は、当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監

査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が、当社の監査役に報告をす
るための体制を確保するため、当社及び子会社の関係社内規程において報告の仕
組みを整備する。
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(ⅶ) 当社は、本項の報告をした者が当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受け
ないことを確保するため、当社及び子会社の関係社内規程にその旨明記する。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について会社法第388条に基づき費用の前払若し
くは償還又は債務の弁済の請求をしたときは、その職務の執行に必要でないと認め
る場合を除き、速やかに支払う。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(ⅰ) 取締役及び執行役員は、監査役の職責、心構え、監査体制、監査にあたっての基

準、行動指針等を明確にした「監査役監査基準」及び毎年策定する監査計画書を
熟知するとともに、監査役監査の重要性・有用性を十分認識し、また、監査役監
査の環境整備、実効性確保に努める。

(ⅱ) 監査役が必要と認めたときは、代表取締役等と協議の上、特定の事項について、
内部監査室に監査の協力を求めることができる。また、監査役は、各部室店所に
対しても、随時必要に応じ、監査への協力を求めることができる。

(ⅲ) 代表取締役は、監査役が、子会社の監査役と連携した監査の実施、子会社への監
査結果の報告、子会社の代表者との意見交換等を行うよう努める。

(ⅳ) 監査役は、会計監査人と、両者の監査業務の品質及び効率を高めるため、相互協
議に基づき、情報・意見交換等の緊密な連携を図る。また、監査役、会計監査人
及び内部監査室との間で、三様監査連絡会を開催する。

(ⅴ) 監査役は、監査の実施にあたり必要と認める場合は、弁護士、公認会計士等の外
部の専門家から助言を受けることができる。なお、これに伴い生ずる費用又は債
務の処理は、前項に定める方針に従う。
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(２) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、企業集団の業務の適正を

確保するための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度における
運用状況の概要は以下のとおりである。

当社は、「コンプライアンス委員会」を開催し、法令・社内規程等の遵守状況を
審議した上で、必要に応じて、コンプライアンス態勢を見直した。また、「ＦＰＧ
グループ　リスクマネジメント基本規程」に基づき、子会社を含む当社グループの
リスクの把握・監視・評価を行い、その管理及びリスク低減に努めた。

当社の取締役会は、社外取締役３名を含む取締役６名で構成し、監査役３名も出
席した上で開催し、取締役の職務執行を監督した。また、取締役会は、執行役員を
選任し、各執行役員は、代表取締役の指揮・監督の下、各自の権限及び責任の範囲
で、職務を執行した。

子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社取締役会
において審議し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現
に努めた。

内部監査室は、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき、内部管理態勢の
有効性・適切性について、各部室店を対象とする監査を実施し、その結果及び改善
状況等を、取締役会及び監査役に報告した。

監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、月１回の定時監査役会に加えて適
宜臨時監査役会を開催し監査役間の情報共有に基づき会社の状況を把握し、必要な
場合は提言の取りまとめを行った。さらに、取締役会に出席するとともに、取締
役・執行役員その他使用人と対話を行い、内部監査室・会計監査人と連携し、取締
役及び使用人の職務の執行状況を監査した。

常勤監査役は、主要な稟議書の回付を受け取締役及び使用人の職務の執行状況を
監査するとともに、コンプライアンス委員会等の重要会議に出席し必要な場合は意
見を述べた。
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連　結　貸　借　対　照　表
（2023年９月30日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資　 産　 の　 部） （ 負 　  債 　  の 　  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

営業投資有価証券

貯 蔵 品

商 品 出 資 金

金 銭 の 信 託
（組成用航空機）

組 成 用 不 動 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

賃 貸 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他　

168,290

15,984

546

647

17

83,400

18,386

37,630

11,678

15,384

9,502

112

56

7,928

1,405

403

367

35

5,478

0

1,808

3,008

530

130　

流 動 負 債 120,997
買 掛 金 1,074
短 期 借 入 金 75,372
コマーシャル・ペーパー 9,000
１年内返済予定の長期借入金 10,163
1年内返済予定の長期
ノンリコースローン 371

未 払 法 人 税 等 5,485
契 約 負 債 13,713
賞 与 引 当 金 601
そ の 他 5,214

固 定 負 債 18,379
社 債 1,100
長 期 借 入 金 11,531
長期ノンリコースローン 5,407
資 産 除 去 債 務 122
退職給付に係る負債 4
そ の 他 213

負 債 合 計 139,377
（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 44,033

資 本 金 3,095
資 本 剰 余 金 2,671
利 益 剰 余 金 40,723
自 己 株 式 △2,457

その他の包括利益累計額 158
為 替 換 算 調 整 勘 定 158

非 支 配 株 主 持 分 106
純 資 産 合 計 44,298

資 産 合 計 183,675 負 債 ・ 純 資 産 合 計 183,675
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（ 自　2022年10月 1 日
至　2023年 9 月30日 ）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 71,149
売 上 原 価 44,841
売 上 総 利 益 26,307
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,041
営 業 利 益 18,265
営 業 外 収 益

受 取 利 息 779
金 銭 の 信 託 運 用 益 208
不 動 産 賃 貸 料 1,735
航 空 機 賃 貸 収 入 544
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 222
そ の 他 4 3,495

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,064
支 払 手 数 料 727
為 替 差 損 1,574
不 動 産 賃 貸 費 用 250
減 価 償 却 費 128
そ の 他 25 3,771

経 常 利 益 17,989
特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 284
固 定 資 産 売 却 益 0
事 業 譲 渡 益 10 294

特 別 損 失
減 損 損 失 357
固 定 資 産 除 却 損 14
関 係 会 社 株 式 評 価 損 55 427

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 17,856
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,720
法 人 税 等 調 整 額 △1,363 5,356
当 期 純 利 益 12,499
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 33
親会社株主に帰属する当期純利益 12,466

連　結　損　益　計　算　書
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（ 自　2022年10月 1 日
至　2023年 9 月30日 ）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 3,095 2,805 32,526 △2,457 35,970
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △4,270 △4,270
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 12,466 12,466
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △134 △134
連 結 範 囲 の 変 動 0 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )
当 期 変 動 額 合 計 － △134 8,196 － 8,062
当 期 末 残 高 3,095 2,671 40,723 △2,457 44,033

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計為 替 換 算

調 整 勘 定
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 100 100 88 36,159
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △4,270
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 12,466
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △134

連 結 範 囲 の 変 動 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 58 58 18 76

当 期 変 動 額 合 計 58 58 18 8,138
当 期 末 残 高 158 158 106 44,298

連結株主資本等変動計算書
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（2023年９月30日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

営業投資有価証券

貯 蔵 品

商 品 出 資 金

金 銭 の 信 託
( 組 成 用 航 空 機 )

組 成 用 不 動 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

その他の関係会社有価証券

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他　

156,508

13,482

177

647

3

81,130

18,386

37,630

5,050

33,815

153

98

54

23

23

0

33,638

26,500

2,255

2,906

478

1,497　

流 動 負 債 132,108
買 掛 金 1,052
短 期 借 入 金 88,198
コマーシャル・ペーパー 9,000
１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 10,163

未 払 法 人 税 等 5,381
契 約 負 債 13,608
賞 与 引 当 金 317
そ の 他 4,385

固 定 負 債 12,884
社 債 1,100
長 期 借 入 金 11,531
資 産 除 去 債 務 119
長 期 預 り 金 133

負 債 合 計 144,992
（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 45,331
資 本 金 3,095
資 本 剰 余 金 3,045
資 本 準 備 金 3,045
利 益 剰 余 金 41,647
利 益 準 備 金 1
その他利益剰余金 41,646
繰越利益剰余金 41,646

自 己 株 式 △2,457

純 資 産 合 計 45,331
資 産 合 計 190,324 負 債 ・ 純 資 産 合 計 190,324

貸　借　対　照　表
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（ 自　2022年10月 1 日
至　2023年 9 月30日 ）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 68,519
売 上 原 価 44,733
売 上 総 利 益 23,786
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,806
営 業 利 益 17,980
営 業 外 収 益

受 取 配 当 金 832
受 取 利 息 685
金 銭 の 信 託 運 用 益 208
不 動 産 賃 貸 料 1,735
そ の 他 17 3,479

営 業 外 費 用
支 払 利 息 876
社 債 利 息 19
支 払 手 数 料 720
為 替 差 損 1,053
匿 名 組 合 投 資 損 失 425
不 動 産 賃 貸 費 用 355
そ の 他 52 3,503

経 常 利 益 17,956
特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 158
事 業 譲 渡 益 10 168

特 別 損 失
減 損 損 失 0
固 定 資 産 除 却 損 6
関 係 会 社 株 式 評 価 損 748 755

税 引 前 当 期 純 利 益 17,369
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,587
法 人 税 等 調 整 額 △1,407 5,180
当 期 純 利 益 12,189

損　益　計　算　書
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（ 自　2022年10月 1 日
至　2023年 9 月30日 ）

（単位：百万円）

     

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金

合 計 利益準備金
そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,095 3,045 3,045 1 33,727 33,728 △2,457 37,412
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △4,270 △4,270 △4,270
当 期 純 利 益 12,189 12,189 12,189
当 期 変 動 額
合 計 － － － － 7,918 7,918 － 7,918

当 期 末 残 高 3,095 3,045 3,045 1 41,646 41,647 △2,457 45,331

純 資産合計

当 期 首 残 高 37,412

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △4,270

当 期 純 利 益 12,189

当 期 変 動 額 合 計 7,918

当 期 末 残 高 45,331

株主資本等変動計算書
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独立監査人の監査報告書
2023年11月16日

株式会社ＦＰＧ
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 々 木 浩 一 郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 瀨 直 人

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ＦＰＧの２０２２年１０月１
日から２０２３年９月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社ＦＰＧ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 58 －



　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　　上

－ 59 －



独立監査人の監査報告書
2023年11月16日

株式会社ＦＰＧ
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 々 木 浩 一 郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 瀨 直 人

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＦＰＧの２０２２年１
０月１日から２０２３年９月３０日までの第２２期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」と
いう。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年10月1日から2023年9月30日までの第22期事業年
度における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に
基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴ 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か
ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相
当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相
当であると認めます。

2023年11月16日

株 式 会 社 Ｆ Ｐ Ｇ 　 監 査 役 会

常勤監査役(社外監査役) 川 嶋 秀 行 ㊞
監査役(社外監査役) 吉 利 友 克 ㊞
監査役(社外監査役) 常 峰 　 仁 ㊞

　
以　上
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当日ご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。
何卒ご了承くださいますようお願い申しあげます。

（商業施設『ＫＩＴＴＥ』内にあるエレベーター又はエスカレーターで４階までお越しください。 ）

交通
アクセスの

ご案内

　

●ＪＲ
「東京駅」(丸の内南口) ………………………………………徒歩約１分
「東京駅」(京葉地下丸の内口 出口11) ……………………徒歩約３分
●地下鉄

東京メトロ丸ノ内線「東京駅」地下道直結
東京メトロ千代田線「二重橋前駅」４番出口……………徒歩約２分
都営三田線「大手町駅」Ｄ１出口…………………………徒歩約４分
東京メトロ東西線「大手町駅」Ｂ１出口…………………徒歩約６分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
東京都千代田区丸の内二丁目７番２号

ＪＰタワー ホール＆カンファレンス（ＫＩＴＴＥ ４階）
電話　０３－５２２２－１８００

ＪＲ 東京駅

東京国際
フォーラム

三菱ＵＦＪ銀行
本店

東京ビル
ＴＯＫＩＡ

丸ビル

　千代田線 二重橋前駅
三田線 大手町駅

新丸ビル

丸ノ内線 東京駅

丸の内
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Ｊ
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京
葉
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京
駅

東
西
線 

大
手
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駅

行
幸
通
り

日比谷通り

丸の内仲通り

丸の内南口

至有楽町

中央口 北口

馬場先濠

入口

ＫＩＴＴＥ

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場は
ご遠慮くださいますようお願い申しあげます。
当日ご出席の際は、議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。


